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東京都世田谷区三軒茶屋一丁目22番３号

代表取締役社長執行役員 松 浪 正 信

第52期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第52期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　なお、新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を踏まえまして、株主様の感染リスクの回避

及び感染拡大の防止のため、株主様には後記株主総会参考書類をご検討いただき、可能な限り書面ま

たはインターネットにより議決権を行使くださるようお願い申しあげます。

【書面（議決権行使書）により議決権を行使される場合】

後記株主総会参考書類をご検討いただきまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示

いただき、2021年６月23日（水曜日）午後６時（営業時間終了の時）までに到着するよう折り返しご送

付ください。

【インターネットによる議決権行使の場合】

インターネットにより議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスいただき、後記株主

総会参考書類または議決権行使サイトに掲載しております株主総会参考書類をご検討の上、画面の案内

に従って議案に対する賛否を入力し、2021年６月23日（水曜日）午後６時（営業時間終了の時）までに、

議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。議決権行使サイトより議決権をご行使いただ

く場合、別途62頁から63頁に記載の「インターネットによる議決権行使のお手続きについて」をご参照

ください。

敬　具

記

1. 日 時 2021年６月24日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都世田谷区三軒茶屋一丁目22番３号

コアビル　会議室

(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
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3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1.第52期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告の内容、連結計

算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報

告の件

2.第52期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

第２号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

(お 願 い)◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。

(お知らせ)◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合には、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.core.co.jp/）において修正後
の事項を掲載いたしますのでご了承ください。

◎総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただ
きますようお願い申しあげます。

◎株主総会の決議の結果につきましては、書面による株主総会決議通知のご送付に代
えて、当社ウェブサイトに掲載いたします。

◎株主総会にご出席できなかった株主様のために、本株主総会当日の報告事項等につ
きまして、後日、当社ウェブサイトにおいて動画配信を予定しております。
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新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応について

新型コロナウイルス感染拡大防止のための対策につきまして、以下のとおりご案内申しあげます。

株主様のご理解並びにご協力をお願い申しあげます。

１．株主の皆様へのお願い

　株主様の感染リスクの回避及び感染拡大防止のため、株主様には可能な限りご来場を見合せて

いただき、議決権行使は、書面またはインターネットによりご行使くださるようお願い申しあげ

ます。

　ご来場を検討されている株主様は、株主総会当日のご自身の体調をお確かめの上、マスクの着

用などご自身及び周囲への感染予防のご配慮を徹底していただくようお願い申しあげます。また、

会場には、消毒液を設置いたしますので、手指の消毒にご協力ください。

２．株主総会当日の運営について

　入場される株主様の体温を測定させていただきます。発熱など体調不良と判断した場合は入場

をお断りさせていただきます。

　株主様同士のお席の間隔を広く取るため、座席数が少なくなっております。満席の際には、止

むを得ずご入場を制限させていただく場合がございますので、あらかじめご了承のほどお願い申

しあげます。

　なお、当日は、当社役職員及び係員に対し、マスク着用その他感染拡大予防のための措置を講

じる場合がございます。あらかじめご了承のほどお願い申しあげます。

※総会当日までの感染拡大の状況や政府の発表内容等により、本総会の開催・運営に関して大き

な変化が生じる場合は当社ウェブサイト（https://www.core.co.jp/）においてお知らせいたし

ます。
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（添付書類）

事 業 報 告

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

1.　企業集団の現況に関する事項
(1) 会社の経営の基本方針

　当社は、1973年（昭和48年）コアグループ結成以来、独立系のＩＴソリューションサービ

ス会社として、大手コンピュータメーカーの枠組みにとらわれることなく、常にエンドユー

ザー主体のサービスを中心に、情報サービス産業の核（ＣＯＲＥ）と位置付けられることを

目指しております。

　「ソリューションビジネス」及び「ＳＩビジネス」の２つの事業セグメントにおいて、40

年以上にわたり蓄積した情報技術を駆使し、全方位のトータルソリューションを上流から下

流まで一気通貫のサービスとして提供してまいります。

(2) 事業の経過及びその成果

＜当連結会計年度の業績概要＞

連結業績 増　減
(B)-(A)

増減率
(B)／(A)-１2020年３月期(A) 2021年３月期(B)

百万円 百万円 百万円 ％

売 上 高 20,997 20,785 △212 △1.0

営 業 利 益 1,800 2,032 231 12.8

経 常 利 益 1,852 2,114 261 14.1

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

1,172 1,423 250 21.4

　当連結会計年度における我が国経済は、国内外における新型コロナウイルス感染症の影

響により厳しい経済環境が続き、その対応として様々な政策が実施されましたが、変異株

による感染の再拡大が見られるなど、事態収束の兆しは見えず、依然として先行き不透明

な状況となっています。一方、世界経済においても、同感染症の影響は大きく、一部地域

でワクチン接種が開始されたものの、感染再拡大の流れを止めるには至らず、今後の景気

への影響が懸念されます。

　情報サービス産業では、社会的に深刻化する人手不足を背景に、企業による合理化・省

力化に向けた情報化投資が続いておりましたが、企業収益悪化の懸念から投資は弱い動き

となっています。
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　このような状況の下、当社グループにおいても、営業面等で新型コロナウイルス感染症

の影響があったものの、拠点分散型カンパニー制をスケールメリットとした地域密着型の

事業展開及びマーケットニーズに沿った高品質のソリューションを全国で同質に提供する

業務体制の２つの特長を最大限活かし、ソリューションメーカーとして新たな価値を創造

するビジネスを推進してまいりました。

　セグメント別の動向としましては、ソリューションビジネスでは、「コアビジネス（※

１）」として掲げるメディア、公共、医療、ＧＮＳＳ、ＩｏＴ（ＡＩ）の５つにエネルギ

ー、ＤＸインサイト（※２）の２つの事業分野を加えて規模を拡大し、各分野間の連携強

化により顧客にとっての付加価値の最大化と事業の更なる拡大を図ってまいりました。

　また、ＳＩビジネスでは、選択と集中を行い重点的に推進する６分野（車載、デジタル

テクノロジー、金融、社会基盤、農業、クラウド）において、地域拠点毎に定めた戦略を

もとに顧客満足度の向上に努め、業務ノウハウを蓄積して特化技術を洗練し、各々の特長

を伸ばしてまいりました。

　そして、従来より基本戦略の一つとして推し進めているＳＩビジネスからソリューショ

ンビジネスへのビジネスモデルの転換も徐々に進みつつあります。

　この結果、当連結会計年度の売上高は20,785百万円（前連結会計年度比1.0％減）、営業

利益は2,032百万円（同12.8％増）、経常利益は2,114百万円（同14.1％増）、親会社株主

に帰属する当期純利益は1,423百万円（同21.4％増）となりました。

（※１）コアビジネス

　同じ事業、マーケット、サービスを当社グループ各拠点が「横ぐし」で連携すること

でスケールメリットを活かすとともに、スピードある変化を取り込むことでグループ全

体の成長を目指す中核事業。

（※２）ＤＸインサイト：「認識技術」によるデジタルトランスフォーメーション

　ＡＩによる手書文字認識技術や物体認識技術等の革新的技術を用いたソリューション。
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　当社グループの事業セグメントの概況は次のとおりです。

セグメント別
2020年３月期(A) 2021年３月期(B) 増減率

金額 構成比 金額 構成比 (B)/(A)-1

売

上

高

百万円 ％ 百万円 ％ ％

ソリューションビジネス 9,511 45.3 10,521 50.6 10.6

ＳＩビジネス 11,418 54.4 10,195 49.1 △10.7

その他 67 0.3 67 0.3 1.2

計 20,997 100.0 20,785 100.0 △1.0

営

業

利

益

ソリューションビジネス 1,544 85.8 1,791 88.2 16.0

ＳＩビジネス 234 13.0 214 10.5 △8.7

その他 21 1.2 26 1.3 21.8

計 1,800 100.0 2,032 100.0 12.8

＜ソリューションビジネス＞

　コアビジネスが総じて伸長し順調に推移しました。特にメディアが引き続き堅調だった

ことに加え、今期より新たにコアビジネスに加わったエネルギーが売上高に寄与しました。

また、自社ソリューションを活かした提案型ビジネスも堅調に推移しており、その結果、

売上高は10,521百万円（前連結会計年度比10.6％増）、営業利益は1,791百万円（同16.0％

増）となりました。

＜ＳＩビジネス＞

　金融分野におけるシステム開発及びクラウドシステム等のWeb関連開発が堅調に推移し

ました。一方、組込み系ＳＩの車載、携帯端末及び情報家電分野においては、顧客側の開

発案件計画の見直し等、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による投資抑制の影響もあ

ったことから、売上高は10,195百万円（前連結会計年度比10.7％減）、営業利益は214百万

円（同8.7％減）となりました。

(3) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中において実施しました設備投資の総額は164百万円で、その主な内容は、

既存設備の更新、増設及びコンピュータ機器等の新設であります。
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(4) 資金調達の状況

　当連結会計年度中に特記すべき資金調達は行っておりません。

(5) 対処すべき課題

　新型コロナウイルス感染症により、社会経済の先行きは不透明であり、今後も内外経済が

下振れするリスクのある中で厳しい経営環境が継続すると見込まれます。

　当社グループは、このような外部環境の大きな変化に対応し、事業規模の拡大を図ってい

くことが重要な課題であると捉え、特長を最大限活かして顧客課題を解決し、理想の実現を

共創する「ソリューションメーカー」として新たな価値を創造するビジネスを推進してまい

ります。

　拠点分散型カンパニー制をスケールメリットとした地域密着型の特長により、これまで培

ってきた業務ノウハウと先端技術を用いたソリューションを全国で同質に提供し、マーケッ

トニーズに沿って品質の向上を図ることで競争力を高める好循環プロセスを実践してまいり

ます。

　また、現場力の強い事業基盤を確立するため、顧客の課題に対し適切な解決策を提案・実

行できる上流工程を担う人材の育成や、製品・サービスの品質・競争力強化に向けた研究開

発投資等の戦略投資を行うとともに、ＳＤＧｓへの取り組みなどを通じて社会貢献に寄与し

てまいります。

　事業セグメント毎の成長戦略として、ソリューションビジネスでは、コアビジネスとして

掲げるメディア、公共、医療、ＧＮＳＳ、ＩｏＴ（ＡＩ）、エネルギー、ＤＸインサイトの

７つの事業分野において、各分野間の連携強化と規模拡大を図り、顧客にとって価値のある

ソリューションを提供することで、事業の更なる発展を目指してまいります。

　ＳＩビジネスでは、選択と集中を行い重点的に推進する６分野（車載、デジタルテクノロ

ジー、金融、社会基盤、農業、クラウド）において、地域拠点毎に定めた戦略をもとに顧客

満足度の向上に努め、業務ノウハウを蓄積して特化技術を洗練し、各々の特長を伸ばしてま

いります。

　環境が大きく変化する中、その流れに適応する事業展開を行い、高い競争力をもつソリュ

ーションの全国展開によるマーケット獲得と地域に根差した丁寧な対応による顧客からの信

頼獲得の両輪により事業規模の拡大を図ってまいります。
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(6) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区　　分 2018年３月期 2019年３月期 2020年３月期
2021年３月期

(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 20,609 20,464 20,997 20,785

経 常 利 益 (百万円) 1,359 1,677 1,852 2,114

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

(百万円) 922 1,248 1,172 1,423

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 65.55 87.93 82.84 100.37

総 資 産 額 (百万円) 16,568 17,318 18,245 18,433

純 資 産 額 (百万円) 9,309 10,210 11,157 12,318

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 659.86 721.56 785.79 865.03

（注）2021年３月期の概況は「(2) 事業の経過及びその成果」に記載のとおりであります。

②　当社の財産及び損益の状況の推移

区　　分
2018年３月期

第49期
2019年３月期

第50期
2020年３月期

第51期
2021年３月期
第52期(当期)

売 上 高 (百万円) 16,091 16,249 16,413 16,019

経 常 利 益 (百万円) 1,180 1,820 1,597 1,744

当 期 純 利 益 (百万円) 892 1,490 957 1,302

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 63.47 105.04 67.63 91.83

総 資 産 額 (百万円) 14,067 14,348 15,029 15,499

純 資 産 額 (百万円) 7,744 8,838 9,577 10,549

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 547.57 624.52 674.95 742.04

(7) 重要な子会社の状況（2021年３月31日現在）

会　　社　　名 所　在　地 資　本　金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

株 式 会 社 ギ ガ 東京都世田谷区 99 100.0 ＳＩビジネス

株 式 会 社 プ ロ ネ ッ ト 神奈川県川崎市 40 100.0 ＳＩビジネス

株式会社アコード・システム 東京都世田谷区 20 100.0 ＳＩビジネス

コ ア 興 産 株 式 会 社 東京都世田谷区 430 100.0 その他

コアネットインタナショナル株式会社 神奈川県川崎市 200 98.6 ソリューションビジネス

株式会社ラムダシステムズ 東京都世田谷区 20 98.6 ソリューションビジネス

株 式 会 社 レ ゾ ナ 群馬県伊勢崎市 50 75.0 ソリューションビジネス

千人民元

北 京 核 心 軟 件 有 限 公 司 中 国 北 京 市 1,060 67.0 ＳＩビジネス
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(8) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

　当社グループは独立系のＩＴソリューションサービス企業として、大手コンピュータメー

カーの枠組みにとらわれることなく、常にエンドユーザー主体のサービスを中心に情報サー

ビス産業の事業展開を図っており、「ソリューションビジネス」及び「ＳＩビジネス」の２

つの事業セグメントにおいて、全方位のトータルソリューションを上流から下流まで一気通

貫のサービスとして提供しております。

(9) 主要な事業所（2021年３月31日現在）

①　当社

名　　　称 所　在　地 名　　　称 所　在　地

本 社 東 京 都 世 田 谷 区 北 海 道 カ ン パ ニ ー 北 海 道 札 幌 市

ビジネスソリューションカンパニー 東 京 都 世 田 谷 区 中 部 カ ン パ ニ ー 愛 知 県 名 古 屋 市

エンベデッドソリューションカンパニー 東 京 都 世 田 谷 区 関 西 カ ン パ ニ ー 大 阪 府 大 阪 市

プロダクトソリューションカンパニー 東 京 都 世 田 谷 区 中 四 国 カ ン パ ニ ー 広 島 県 広 島 市

ＧＮＳＳソリューションビジネスセンター 神 奈 川 県 川 崎 市 九 州 カ ン パ ニ ー 福 岡 県 福 岡 市

東 関 東 カ ン パ ニ ー 茨 城 県 日 立 市

そ の 他 の 事 業 所 所 在 地 秋田市・仙台市・千葉市・静岡市・飯田市・松江市・山口市・北九州市

②　子会社

　重要な子会社及びその所在地は「(7) 重要な子会社の状況」に記載のとおりです。

(10) 従業員の状況（2021年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,394（109）名 1名増（4名増）

（注）1.　従業員数は就業人員であります。

2.　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,033（54）名 ６名増（３名増） 40.0歳 15.4年

（注）1.　従業員数は就業人員であります。

2.　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。
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(11) 主要な借入先（2021年３月31日現在）

借　　　　　　入　　　　　　先 借 入 金 残 高（百万円)

株式会社三菱UFJ銀行 1,080

株式会社みずほ銀行 484

株式会社三井住友銀行 387

株式会社常陽銀行 84

株式会社日本政策投資銀行 30
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2.　会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 14,195,394株（自己株式639,186株を除く）

(3) 株主数 8,814名

(4) 大株主（上位10名）

株　　　　　主　　　　　名 持　　株　　数 持　株　比　率

千株 ％

株式会社タネムラコーポレーション 2,095 14.8

株式会社シージー・エンタープライズ 1,872 13.2

コア従業員持株会 1,002 7.1

有限会社タネムラ・フジワラ 649 4.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 512 3.6

種　村　良　平 420 3.0

種　村　良　一 415 2.9

牛　嶋　友　美 358 2.5

種　村　美那子 356 2.5

神　山　恵美子 355 2.5

（注）1.　千株未満は切り捨てて表示しております。

2.　当社は、自己株式639,186株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

3.　持株比率は、自己株式639,186株を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

株　　式　　数 交付対象者

取締役（監査等委員である取締役を除く。） 11,500株 5名

（注）　当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告15頁「４．(3)　取締役の報酬等」に記載しております。
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3.　会社の新株予約権等に関する事項
当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権等の状況

2017年３月７日開催の取締役会の決議による新株予約権

①　新株予約権の払込金額　払込を要しない

②　新株予約権の行使価額　新株予約権１個当たり100円（１株当たり１円）

③　新株予約権の行使条件　ア　新株予約権者は、権利行使期間内において、当社及び当社子

会社の取締役、監査役、執行役員及び従業員のいずれの地位を

も喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には

翌営業日）を経過する日までに限り、新株予約権を一括しての

み行使できるものとする。

イ　新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人（配偶者また

は一親等の親族である者１名に限る。）は、新株予約権を一括

してのみ行使することができる。

ウ　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約に定めるところによる。

④　新株予約権の行使期間　2017年３月23日から2047年３月22日まで

⑤　当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 保有者数

取締役（監査等委員である
取締役を除く。）

95個 普通株式　9,500株 ４人
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4.　会社役員に関する事項（2021年３月31日現在）

(1) 取締役の氏名等

氏　　　　名 地位及び担当 重要な兼職の状況

種　村　良　平
代表取締役会長
最高経営責任者

松　浪　正　信
代表取締役社長執行役員
最高執行責任者

市　川　　　卓

取締役専務執行役員
最高財務責任者
最高情報責任者
経営管理室長
関係会社担当

神　山　裕　司

取締役専務執行役員
ソリューションビジネス本部長

ＧＮＳＳ事業管掌

新　　　幸　彦 取締役専務執行役員

コアネットインタナショナル株式会社
代表取締役社長
株式会社ラムダシステムズ
代表取締役社長

牛　嶋　友　美
取締役常務執行役員
ビジネスソリューションカンパニー社長
兼営業統括部長

大　北　茂　樹
取締役
（常勤監査等委員）

桑　田　　　始
取締役
（監査等委員）

株式会社ＪＥＣＣ代表取締役社長
日本教育情報機器株式会社
代表取締役社長
株式会社三機サービス社外取締役

有　川　　　勉
取締役
（監査等委員）

有川勉公認会計士事務所所長
京都きもの友禅株式会社
取締役（監査等委員）

渡　辺　章　人
取締役
（監査等委員）

野村ホールディングス株式会社
取締役会室アドバイザー

（注）1.　取締役桑田始氏、有川勉氏及び渡辺章人氏は、社外取締役であります。

2.　取締役有川勉氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。

3.　当社は、取締役桑田始氏、有川勉氏及び渡辺章人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。

4.　当社は、監査等委員会の監査・監督機能の強化や情報収集の充実、内部監査部門との密な連携を図る

ために、監査等委員の大北茂樹氏を常勤監査等委員に選定しています。
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5.　当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員は取締役を兼務する執行役員を除き、以下の13

名で構成されております。

執行役員 亀　谷　　　良（事業開発室長）

執行役員 水　澤　孝　志（管理統括本部長）

執行役員 山　本　享　弘（ＧＮＳＳソリューションビジネスセンター長）

執行役員 松　岡　　　智（医療ソリューションビジネスセンター長）

執行役員 浅　川　清　志（エンベデッドソリューションカンパニー社長）

執行役員 横　山　浩　二（中四国カンパニー社長）

執行役員 田　中　秀　彦（関西カンパニー社長）

執行役員 長谷川　哲　也（中部カンパニー社長）

執行役員 山　根　隆　次（九州カンパニー社長）

執行役員 船　木　浩　幸（東関東カンパニー社長）

執行役員 田　中　一　生（北海道カンパニー社長）

執行役員 鷲　山　博　史（プロダクトソリューションカンパニー社長）

執行役員 重　村　康　則（株式会社ギガ代表取締役社長）

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役（監査等委員である取締役）３名と当社定款の定める範囲の中で、
会社法第427条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としておりま
す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役（監査等委員である取締役）
が責任の原因となった職務の遂行について善意で、かつ、重大な過失がないときに限られ
ます。
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(3) 取締役の報酬等

①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2016年６月24日であり、決議内容
は基本報酬の総額（限度額）を取締役（監査等委員である取締役を除く。）年額300百万
円、監査等委員である取締役年額30百万円とするものであります。なお、譲渡制限付株式
報酬の総額（限度額）は、株主総会にて決議する旨定款で定めており、2018年６月22日開
催の株主総会にて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）年額50百万円を決議して
おります。
当社の役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者

は代表取締役であり、その権限の内容及び裁量の範囲は、取締役各人が、各年度毎の目標
に対する成果の自己評価及び新年度の新たな目標設定を行ったうえで代表取締役へ自己申
告を行い、それを元に代表取締役が役職、分掌、業績を総合的に勘案、評価しております。
なお、当社では、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の役員報酬制度及び報酬基
準の決定または変更を行う場合には、事前に監査等委員会が形成した意見を聴取したうえ
で審議を行っております。また、監査等委員会は取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の報酬について意見がある場合には、株主総会において意見陳述を行うこととして
おります。
当社の役員報酬は、業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等により構成されており、

その支給割合の決定の方針は、基本報酬の総額（限度額）を取締役（監査等委員である取
締役を除く。）年額300百万円、監査等委員である取締役年額30百万円とし、譲渡制限付株
式報酬の総額（限度額）は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）年額50百万円と
しております。
また、業績連動報酬に係る指標は、1株当たり当期純利益であり、当該指標を選択した理

由は当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）が、当社の企業価値増大への貢献
意欲を従来以上に高め、株主重視の経営意識を一層促進することが目的であり、業績連動
報酬の額の決定方法は、1株当たり当期純利益が40円未満の場合は割当なし、40円から100
円までは標準株付与数、100円以上は上限株付与数を基本に、代表取締役が各常勤取締役の
業績向上及び企業価値向上への貢献度を評価し、譲渡制限付株式付与数を決定しておりま
す。
当社の取締役の種類別の報酬割合については、持続的に利益成長することが重要との考

えから、安定性を重視しており、これを基本的な方針としつつ、株主との更なる価値共有
や中長期的な企業価値の向上を考慮し、業績連動報酬と業績連動報酬以外の構成割合を考
え、取締役の報酬等の総額に対する業績連動報酬の割合を、各役位の平均で、最大２割程
度となるよう設定しております。
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②当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

区　　分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等

取締役(監査等委員を除く。) 190 175 14 ６

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )
( う ち 社 外 取 締 役 )

26
(14)

26
(14)

－
(－)

４
(３)

計 216 201 14 10

（注）1.　業績連動報酬に係る指標は、1株当たり当期純利益であり、当該指標を選択した理由は当社の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）が、当社の企業価値増大への貢献意欲を従来以上に高め、株主

重視の経営意識を一層促進することが目的であり、業績連動報酬の額の決定方法は、1株当たり当期純

利益が40円未満の場合は割当なし、40円から100円までは標準株付与数、100円以上は上限株付与数を

基本に、代表取締役が各常勤取締役の業績向上及び企業価値向上への貢献度を評価し、譲渡制限付株

式付与数を決定しております。

2.　取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第47期定時株主総会において

年額300百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除

く。）の員数は、５名です。
また、2018年６月22日開催の第49期定時株主総会において当該報酬額とは別枠で譲渡制限付株式の付

与のための報酬を年額50百万円以内の範囲で割当てることにつき決議いただいております。当該株

主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は、５名です。
3.　取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第47期定時株主総会において年額30百

万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は、４

名です。

(4) 社外役員に関する事項

①　社外役員の重要な兼職の状況等

区　分 氏　　名 主な兼職先会社名 兼職の内容

社 外 取 締 役
(監査等委員)

桑 田 　 始

株式会社ＪＥＣＣ 代表取締役社長

日本教育情報機器株式会社 代表取締役社長

株式会社三機サービス 社外取締役

有 川 　 勉
有川勉公認会計士事務所 所長

京都きもの友禅株式会社 取締役（監査等委員）

渡 辺 章 人 野村ホールディングス株式会社
取締役会室
アドバイザー

（注）当社と社外取締役の兼職先との間には、特別の関係はありません。
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②　社外役員の主な活動状況

区　分 氏　　名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

桑 田 　 始

当事業年度開催の取締役会13回中13回に出席し、また、当
事業年度開催の監査等委員会13回中13回に出席し、幅広い
経歴を通しての豊富な経験と見識をもとに経営を監督し、
経営全般についての発言を行っております。

有 川 　 勉

当事業年度開催の取締役会13回中13回に出席し、公認会計
士としての経験に基づいて、主に監査、会計についての発
言を行っております。また、当事業年度開催の監査等委員
会13回中13回に出席し、監査結果についての意見交換、監
査に関する重要事項の協議等を行っております。

渡 辺 章 人

当事業年度開催の取締役会13回中13回に出席し、また、当
事業年度開催の監査等委員会13回中13回に出席し、MBA取得
及び長年にわたる豊富な経験と幅広い見識をもとに経営を
監督し、経営全般についての発言を行っております。
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5.　会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 32百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき

金銭その他の財産上の利益の合計額
32百万円

（注）1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的に区分できないため、上記公認会計士法第２

条第１項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.　監査等委員会は、会計監査人からの説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人員

配置などの内容、前年度の監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報

酬の前提となる見積りの算出根拠を精査した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いた

しました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監

査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査

人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといたし

ます。

－ 18 －

会計監査人の状況



6.　会社の体制及び方針
(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、ベンチャー精神を原点に「絶えず新たな付加価値を創出する」「高い倫理観をも

って社会に貢献する」という２つの企業使命を掲げて常に前進し、その成果を通じて広く社

会経済の発展に寄与していくことを企業理念としております。また、企業価値の向上に向け

て社内外のステークホルダーから多様な意見を吸収し、経営の効率性、透明性及び公正性を

確保し、環境変化に迅速に対応する経営を目指しております。

　当社は、この基本的な考え方のもと、企業活動の原点が株主、取引先、従業員等との共存

共栄であることを認識し、会社法等の法令に基づき、コーポレート・ガバナンスの充実・強

化を図っております。

(2) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制

　「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制」についての決定内容の概要は、以下のとおりです。

①　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社グループの取締役・使用人は、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るため、各分掌に従い、内部統制システムを整備し、必要な諸規則の制定及び周知徹底を

図るとともに、取締役会規程、執行役員規程等の関係規程を遵守しております。

・取締役会は、当社グループの倫理観・理念・指針、各ステークホルダー間の法令・定

款・社内規程遵守のあり方を定めた「企業行動憲章」「企業行動基準」を定め、当社

グループ全役職員に周知徹底しております。また、当社グループ全役職員はこれを遵

守しております。

・日常の業務執行においては、当社グループ全役職員が、定められた職務権限規程・組

織規程・稟議規程に基づいた処理を実施するとともに、内部監査部門が法令・定款・

社内規程・各管理マニュアル等に基づく業務処理の遵守状況を定期的に監査する体制

を執っております。

・従業員の声を経営層が直接汲み取り、法令・定款違反その他諸問題の早期解決に取り

組めるよう、当社グループ共通のホットライン制度として、秘匿性を確保した電子メ

ールによる社内相談受付窓口に加え、経営陣から独立した外部の弁護士事務所を通報

窓口として設置しております。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役会議事録、業務執行会議議事録、その他重要会議の議事録及び稟議書等

の取締役の職務の執行に係る重要な情報は、「文書管理規程」「内部情報管理規程」その

他の社内規程に基づき、関連資料とともに取締役が常時閲覧可能な状態にて適切に保存・

管理しております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、当社グループのリスク管理及び各部門の事業活動に伴うリスク管理体制を適切

に構築し、適宜その体制の点検を通じ有効性を向上させるため、次の事項を定めておりま

す。

・経営状況の把握と営業・技術・管理等に関するリスク認識・対策検討の専管組織とし

て、当社代表取締役社長執行役員が議長となる「業務執行会議」を設置し、当社取締

役・執行役員及び議長指名を受けた者が出席のもと、月例で開催しております。

・取締役会・業務執行会議と連携する組織として、「内部統制会議」「倫理委員会」「情

報セキュリティ委員会」を常設し、当社グループの各分野のリスク把握・未然防止対

策・再発防止策・従業員のリスク意識向上等の施策の実施、必要に応じた監査を行っ

ております。

・部門責任者は、事業活動における当社グループの主要リスクを認識し、各分掌に基づ

く主管部門・委員会等とともに法令・定款・社内規程等の遵守体制の整備及び運用に

努めております。

・内部監査部門は、当社グループのリスク管理体制について監査を行っております。主

管部門及び被監査部門は、是正・改善の必要があるときには、速やかにその対策を講

じております。

・有事における「事業継続計画」を整備し、これに従って対応することとしております。
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④　取締役・執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は執行役員制度を導入し、経営監督機関を取締役会が、業務執行機関を執行役員が

それぞれ担当するよう、「監督」と「執行」の分離を図っております。その上で意思決定

の機動性を高め、効率的な業務執行を行い、その有効性を向上させるため次の事項を定め

ております。

・社内外より選任された監査等委員により構成された監査等委員会を設置し、公平・公

正な経営監視のもと、グループ経営状態の迅速・正確な情報把握と意思決定を行う体

制を整備しております。

・取締役会、業務執行会議、執行役員の各規程、組織規程及び職務権限規程により、各

取締役、執行役員との分掌と権限を定めております。

・常勤の社内取締役（うち１名は監査等委員）で構成された代表取締役の諮問機関であ

る「経営会議」を設置し、取締役会付議事項等の重要案件を事前検討し適切な助言等

を行うことで、取締役会機能の効率性・客観性と説明責任の強化を図っております。

・経営方針・経営計画に基づき、各期間における計数的目標を明示し、当社グループ内

の各部門の目標と責任を明確にするとともに、計画と実績の差異分析等を通じて所期

の経営目標の達成を図っております。

・経営・業務の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう当社グ

ループ全体で業務の効率化・最適化を図っております。

⑤　企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループ全体を対象にした法令等の遵守体制の整備及びグループ会社の経営自主性

の尊重と適切な経営管理を両立させるため、次の事項を定めております。

・当社は、グループ会社が一体となって事業活動を行い、当社グループ全体の企業価値

を向上させるため、「経営管理規程」を定めております。

・当社は「関係会社管理規程」により当社グループ会社に対し、倫理・法令等の遵守、

会計基準の同等性確保、内部統制の維持・向上等にかかる管理・指導を行い、必要に

応じ内部監査部門及び監査等委員会による監査を実施しております。

・当社の取締役は、グループ各社から事業活動の定期的な報告と重要案件の事前協議を

受けるとともに、グループ会社が当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼす事

項を実行する際には、主管部門が適切な指導を行っております。

・当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人がグループ会

社の役員に一定数就任することで、各社の経営意思を尊重しつつ、業務の適正性を確

保することとしております。
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⑥　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の監査等委員以外

の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性に関する事項

　当社は、監査等委員会からの求めがあった場合は、監査等委員会を補助する監査等委員

会スタッフを置くこととしております。監査等委員会スタッフは、監査等委員会の指揮命

令に従うこととし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員からの独立性

を確保するため、当該監査等委員会スタッフの人事に関する事項は、監査等委員会との事

前協議により定めるものとしております。

⑦　取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告

に関する体制

・当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、

法定の事項に加え、監査等委員会の要請に応じ事業及び内部統制の状況等の報告を行

っております。また、内部監査部門は内部監査の結果等を監査等委員会に適宜報告し

ております。

・当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為

の事実、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実、内部通報制度による通報状況及

び内容のうち重要なものは、監査等委員会へ適時に伝達しております。

・当社は、監査等委員会へ報告及び情報提供を行った者に対し、それを理由として不利

益な取り扱いは行っておりません。

⑧　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・代表取締役は監査等委員会と定期的な会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関し、

意見を交換しております。

・重要な意思決定過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査等委員は

取締役会のほか、業務執行会議その他の重要な会議に出席しております。

・監査等委員会は、必要に応じ公認会計士、弁護士、その他外部アドバイザーを活用で

きるようにしております。

・当社は、監査等委員会がその職務に係る費用の支払を求めた場合には、その職務の執

行に必要がないと認められる場合を除き、その費用を負担することとしております。
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⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社は、企業グループ全体の財務報告の信頼性を確保するための基本方針を定めており

ます。代表取締役は、財務報告に係る内部統制を整備・運用・評価し、不備があれば是正

する体制の構築を行っております。

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、断固たる行

動をとるものとし、一切の関係を遮断することを「企業行動憲章」「企業行動基準」に定

め、当社グループの基本方針としております。また、事態発生及びその恐れがある情報の

提供を受けた際は、総務部門が適宜警察・顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的

かつ速やかに対応するものとしております。

(3) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制の運用状況

　当社は、監査等委員会設置会社として、取締役会の監督機能の強化によるコーポレート・

ガバナンス体制の充実を図っております。

　「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制についての運用状況」の概要は以下のとおりです。

①　内部統制システム全般

　当社及び当社グループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査

部門が定期的に監査し、是正・改善の必要がある場合には、速やかにその対策を講じてお

ります。

　内部監査部門及び監査等委員会の活動状況の概要は以下のとおりです。

・内部監査部門は、内部監査計画に基づき、当社の各部門の業務執行状況及び関係会社

も含めたグループ経営執行状況の網羅的な監査を実施いたしました。

・監査等委員は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、

全ての取締役会に出席いたしました。また、当社代表取締役、内部監査部門、会計監

査人と意見交換を行い、業務執行会議、事業戦略会議に参加することにより連携を図

っております。
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②　コンプライアンス

　当社は、当社グループ全役職員に対し、その階層に応じた必要なコンプライアンスにつ

いて、社内研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取り

組みを継続的に行っております。

　また、当社は当社グループ共通の秘匿性を確保した内部通報制度を設置しており、コン

プライアンスの実効性向上に努めております。

③　リスク管理体制

　当社は、「業務執行会議」「内部統制会議」「倫理委員会」「情報セキュリティ委員会」

というリスク管理体制を構築・運用する各種会議体において各種リスク認識・リスク対策

検討を実施したほか、各種リスクの全社的な情報共有に努めることにより、損失の危険の

管理を適切に実行しております。

　各会議体の活動状況の概要は以下のとおりです。

「業務執行会議」

　会社の定時業務・臨時業務・経営方針に係る課題解決を行うため、議長である代表

取締役社長執行役員のもと、定期的に業務執行会議を開催し、以下の４点について協

議を行っております。

・業務の執行状況の確認

・全社の業務執行に係る重要事案の伝達

・経営全般のリスク評価及び統制

・業務執行上の課題・対策の協議

　当業務執行会議の構成メンバーは、当社取締役・執行役員及び議長指名を受けた者

となっております。

「内部統制会議」

　会社法に基づき当社で定めた「内部統制システムの基本方針」を踏まえつつ、金融

商品取引法に基づく内部統制報告書へ対応するため、内部統制責任者である代表取締

役社長執行役員及び最高財務責任者のもと、取締役会で決定された内部統制基本計画

に基づき定期的に内部統制会議を開催し、会社の内部統制に関わる整備・運用状況の

評価を内部監査室の指揮運営により行っております。

　評価結果及び不備があった場合の是正計画については取締役会及び監査等委員会並

びに外部監査人に適時に報告されており、適切に運用されております。
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「倫理委員会」

　当社が制定した「企業行動憲章」及び「企業行動基準」に則った企業倫理を全社的

に徹底するため、取締役会において任命された責任者である倫理委員長のもと、定期

的に倫理委員会を開催し、当社の役職員から申請された企業倫理上の諸問題の審査、

解決策の検討・実行・評価・改善（ＰＤＣＡ活動）を行うとともに、当社各組織内に

おいて選任したコンプライアンス・オフィサー（倫理委員会と連携して各組織におけ

る倫理諸問題・教育啓蒙活動を取りまとめる者）を通じた「コンプライアンス確認テ

スト」による教育実施、及びメールマガジンによる啓蒙活動を行っております。

「情報セキュリティ委員会」

　機密情報及び個人情報等会社が保有する情報に関するセキュリティを確保するため、

最高情報責任者である情報セキュリティ委員長のもと、定期的に情報セキュリティ委

員会を開催し、保護すべき情報に対してはリスクアセスメント等によるリスク認識の

手法を通じ各種リスク対策を行うとともに、ヒヤリハット・事故違反の事例開示等の

啓蒙活動及び情報セキュリティ確認テストによる教育・理解度判定を全社的に行って

おります。

　また、有事における「事業継続計画」を整備し、突発的な事故や災害等に適切に対応で

きるよう努めております。

④　主な会議体の開催状況

　主な会議体の開催状況として、取締役会を13回開催することにより取締役の職務執行の

適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び透明性を高めるため、独立した社外取締

役が全てに出席いたしました。その他、監査等委員会は13回、経営会議12回、業務執行会

議は12回、事業戦略会議は12回、内部統制会議は12回、倫理委員会は12回、情報セキュリ

ティ委員会は12回開催いたしました。
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7.　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は経営の基本方針のもと、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置付け

ております。そのために、当社は継続的な成長と株主価値の最大化を目指すことで、企業発

展の源泉としての利益確保に努めるとともに、株主の皆様に対して適正かつ安定した利益配

分を継続することを目指しております。

　こうした考え方から、連結ＲＯＥは10％以上の確保を目指すとともに、利益の配分として、

連結配当性向は30％以上を継続的に実現し続けることを目指しております。

　当期の剰余金配当につきましては、１株当たり30円を期末配当とし、この結果、連結配当

性向は29.9％となります。次期の剰余金配当につきましても、連結ベースで配当性向30％以

上を基準に、業績予想の達成状況等を勘案して決定する考えです。

　内部留保金につきましては、将来の経営基盤拡大に向けたＭ＆Ａ活動、新技術追求、新製

品開発、戦略的な人材育成の原資とするほか、中長期的な成長戦略の原資としての有効活用

及び業績向上と財務体質の強化を図り、株主の皆様のご期待に沿うよう努めていく所存であ

ります。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨て、比率その他については四捨五入により

表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固　定　資　産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

10,103,786

3,636,219

4,780,841

865,908

200,000

152,794

136,595

115,232

216,195

8,329,495

5,591,171

1,515,031

289,194

3,705,566

3,106

78,273

175,473

92,146

69,234

14,092

2,562,850

1,172,342

518,258

872,249

流　動　負　債 5,491,469

買 掛 金 1,209,878

短 期 借 入 金 1,913,832

未 払 法 人 税 等 348,720

賞 与 引 当 金 803,365

製 品 保 証 引 当 金 4,136

そ の 他 1,211,536

固　定　負　債 622,987

長 期 借 入 金 195,842

リ ー ス 債 務 36,504

役員退職慰労引当金 181,500

退職給付に係る負債 22,793

資 産 除 去 債 務 31,869

そ の 他 154,478

負 債 合 計 6,114,456

純 資 産 の 部

株　主　資　本 11,990,562

資　本　金 440,200

資本剰余金 190,891

利益剰余金 12,036,852

自 己 株 式 △677,381

その他の包括利益累計額 288,831

その他有価証券評価差額金 285,290

為替換算調整勘定 3,540

新株予約権 16,475

非支配株主持分 22,956

純 資 産 合 計 12,318,825

資 産 合 計 18,433,282 負 債 及 び 純 資 産 合 計 18,433,282
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連 結 損 益 計 算 書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売上高 20,785,262

売上原価 15,524,609

売上総利益 5,260,652

販売費及び一般管理費 3,228,568

営業利益 2,032,084

営業外収益

受取利息 29,936

受取配当金 30,917

持分法による投資利益 6,062

受取賃貸料 12,946

補助金収入 15,393

保険解約返戻金 2,184

受取保険金 8,006

その他 13,843 119,290

営業外費用

支払利息 15,241

賃貸収入原価 4,650

投資有価証券運用損 9,106

その他 8,233 37,231

経常利益 2,114,143

特別損失

投資有価証券評価損 7,169

企業年金基金脱退損失 33,826

その他 1,879 42,875

税金等調整前当期純利益 2,071,268

法人税、住民税及び事業税 643,246

法人税等調整額 △11,698 631,548

当期純利益 1,439,719

非支配株主に帰属する当期純利益 16,361

親会社株主に帰属する当期純利益 1,423,358
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連結株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

株　　　主　　　資　　　本 その他の包括利益累計額

新株
予約権

非支配
株主持分

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合　　計

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 440,200  183,645  10,995,957  △708,745  10,911,057  218,528  1,358  219,886  17,134  9,511  11,157,589

当 期 変 動 額

剰余金の配当  △382,463  △382,463  △382,463

親会社株主に帰属する
当期純利益

 1,423,358  1,423,358  1,423,358

自己株式の取得  △23,986  △23,986  △23,986

自己株式の処分  7,245  55,350  62,596  62,596

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

 66,762  2,182  68,945  △659  13,445  81,731

当 期 変 動 額 合 計 －  7,245  1,040,894  31,364  1,079,504  66,762  2,182  68,945  △659  13,445  1,161,235

当 期 末 残 高 440,200  190,891  12,036,852  △677,381  11,990,562  285,290  3,540  288,831  16,475  22,956  12,318,825
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　　　　　８社

連結子会社の名称

株式会社ギガ

株式会社プロネット

株式会社アコード・システム

コア興産株式会社

コアネットインタナショナル株式会社

株式会社ラムダシステムズ

株式会社レゾナ

北京核心軟件有限公司

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の数　　　　　　　　　２社

非連結子会社の名称

上海核心信息技術有限公司

株式会社医療福祉工学研究所

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。
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2.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社、関連会社の数及び会社の名称

持分法を適用した非連結子会社の数　１社

持分法を適用した非連結子会社の名称

上海核心信息技術有限公司

持分法を適用した関連会社の数　　　１社

持分法を適用した関連会社の名称

株式会社古河市情報センター

　なお、株式会社ダイセックについては、株式をすべて売却したことにより、持分

法の適用範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

株式会社医療福祉工学研究所

株式会社東北情報センター

株式会社システムクリエイティブ

　なお、北京吉利科電子工程有限公司については、株式をすべて譲渡いたしました。

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しておりま

す。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業

年度に係る計算書類を使用しております。

(4) 連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうち北京核心軟件有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類

を作成するにあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な修正を行っております。
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3.　会計方針に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品・製品・原材料……移動平均法

仕掛品……………………個別法

貯蔵品……………………最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）

市場販売目的のソフトウエア…見込販売期間（３年以内）における見込販売数量に

基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均

等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上してお

ります。

自社利用のソフトウエア………見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

リース取引に係るリース資産

所有権移転外のファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残

価保証額）とする定額法によっております。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づく連

結会計年度末要支給額を計上しております。

④　受注損失引当金

　ソフトウエアの請負契約に基づく開発のうち、当連結会計年度末時点で将来の損失

が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、将

来発生が見込まれる損失額を計上しております。

⑤　製品保証引当金

　顧客に納入した一部の製品に対して発生した製品保証に係る支出に備えるため、過

去の実績等に基づき算定した金額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

・その他の工事

工事完成基準

③　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当

連結会計年度の連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記

を記載しております。
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会計上の見積りに関する注記

(1) 請負業務に係る工事進行基準適用による収益認識

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度売上高　　　　　　　2,088,088千円

当連結会計年度末完成工事未収入金　　865,908千円

なお、売上高には期首から工事進行基準を適用したすべてのものが含まれます。

連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法

売上高の計上は進捗度に基づき測定され、進捗度はプロジェクトの総見積原価に対

する連結会計年度末までの発生原価の割合（原価比例法）によって算定しておりま

す。

②主要な仮定

進捗度の算出に用いた主要な仮定は、プロジェクト予算における総見積原価であり

ます。総見積原価の決定にあたっては、専門的な知識と経験を有するプロジェクトマ

ネージャーが請負業務に係る作業工数や外注金額等を見積っております。

③翌年度の連結計算書類に与える影響

プロジェクトの総見積原価は、各プロジェクトに対する専門的な知識と経験を有す

るプロジェクトマネージャーによる一定の仮定と判断を伴うものであり、見積原価総

額の変動により、各連結会計年度の売上計上額に重要な影響を与える可能性がありま

す。
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(2) 繰延税金資産の回収可能性

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額）　434,672千円

（繰延税金負債と相殺前の金額は594,011千円）

連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プラン

ニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積り

は予算を含む中期経営計画を基礎としております。

②主要な仮定

課税所得の見積の基礎となる予算を含む中期経営計画における主要な仮定は、将来

の市場予測に基づく売上高成長率であります。

③翌年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である売上高成長率は、会社を取り巻く事業環境に影響を受けることか

ら、見積りの不確実性が高く、業績の変動に伴って課税所得の見積額が変動すること

により、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与える可能性があります。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、当連結会計年度における事業

活動へ与える影響は軽微であったことから、繰延税金資産の回収可能性の判断に与え

る影響も軽微であると判断しております。

連結貸借対照表に関する注記

1.　担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

建物 500,799千円

土地 1,728,412千円

合計 2,229,211千円

担保に係る債務の金額

１年内返済予定長期借入金 142,760千円

長期借入金 143,440千円

合計 286,200千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 4,150,586千円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

1.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

(株)

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

(株)

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

(株)

当 連 結 会 計
年 度 末 株 式 数

(株)

発行済株式

普通株式 14,834,580 － － 14,834,580

自己株式

普通株式 669,260 22,126 52,200 639,186

（注）1.　自己株式の増加は、単元未満株式の買取り請求による増加26株、譲渡制限付株式の無償取得による増

加1,600株及び取締役会決議による自己株式取得による増加20,500株であります。

2.　自己株式の減少は、ストックオプションの行使による減少500株及び譲渡制限付株式報酬による減少

51,700株であります。

2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生日

2020年４月27日
取締役会

普通株式 382,463 27.00 2020年３月31日 2020年６月５日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決議 株式の種類
配当金の
総　　額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配　当　額

(円)
基　準　日 効力発生日

2021年４月26日
取締役会

普通株式 425,861 利益剰余金 30.00 2021年３月31日 2021年６月４日

3.　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の

目的となる株式の種類及び数

普通株式 12,500株
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金融商品に関する注記

1.　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ご

とに時価の把握を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

2.　金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計　上　額(＊)

時　価(＊) 差　　　額

(1) 現金及び預金 3,636,219 3,636,219 －

(2) 受取手形及び売掛金 4,780,841 4,780,841 －

(3) 完成工事未収入金 865,908 865,908 －

(4) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 923,495 923,495 －

(5) 買掛金 (1,209,878) (1,209,878) －

(6) 短期借入金 (1,229,000) (1,229,000) －

(7) 未払法人税等 （348,720) (348,720) －

(8) 長期借入金
（１年以内に返済予定のものを含む）

(880,674) (879,387) △1,286

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）1.　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金並びに(3) 完成工事未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 買掛金、(6) 短期借入金並びに(7) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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(8) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

2.　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額57,498千円）及び投資事業組合への出資（同391,348千円）は、

市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、「(4) 有価証券及び投資有価証券　その他有価証券」には含めてお

りません。

資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　事業所用施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から20年と見積り、割引率は利付国債の流通利回りを使用して資産

除去債務の金額を計算しております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

当連結会計年度における総額の増減

期首残高 31,538千円

時の経過による調整額 331千円

期末残高 31,869千円

１株当たり情報に関する注記

1.　１株当たり純資産額 865円03銭

2.　１株当たり当期純利益 100円37銭

－ 38 －

連結注記表



貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

完成工事未収入金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

固　定　資　産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

電気供給施設利用権

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

差 入 保 証 金

施 設 利 用 権

リ ー ス 投 資 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

7,521,383

2,656,653

27,819

3,844,237

558,848

63,624

53,653

77,890

201,041

37,614

7,978,592

5,109,159

1,416,087

8,042

182,182

19,629

55,966

3,427,250

48,591

38,225

5,176

5,189

2,820,841

81,251

1,539,193

165,112

37,618

212,162

119,500

31,084

475,567

159,349

流　動　負　債 4,045,499
買 掛 金 1,226,808
短 期 借 入 金 669,000
１年内返済予定の長期借入金 280,092
未 払 費 用 289,513
未 払 法 人 税 等 301,710
未 払 消 費 税 等 223,134
前 受 金 159,035
賞 与 引 当 金 632,444
そ の 他 263,760

固　定　負　債 904,514
長 期 借 入 金 193,442
関係会社長期借入金 310,000
リ ー ス 債 務 31,084
退 職 給 付 引 当 金 16,920
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 6,238
役員退職慰労引当金 181,500
長 期 預 り 保 証 金 93,591
資 産 除 去 債 務 29,962
そ の 他 41,773

負 債 合 計 4,950,013
純 資 産 の 部

株　主　資　本 10,522,259
資　本　金 440,200
資本剰余金 197,394
資 本 準 備 金 152,412
その他資本剰余金 44,981

利益剰余金 10,562,046
利 益 準 備 金 84,505
その他利益剰余金 10,477,540

固定資産圧縮積立金 17,894
別 途 積 立 金 3,460,000
繰越利益剰余金 6,999,646

自己株式 △677,381
評価・換算差額等 11,228

その他有価証券評価差額金 11,228
新株予約権 16,475
純 資 産 合 計 10,549,963

資 産 合 計 15,499,976 負 債 及 び 純 資 産 合 計 15,499,976
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損 益 計 算 書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売上高 16,019,942

売上原価 12,087,525

売上総利益 3,932,417

販売費及び一般管理費 2,398,427

営業利益 1,533,989

営業外収益

受取利息 42

受取配当金 71,907

受取賃貸料 171,230

関係会社事業損失引当金戻入益 35,331

その他 20,266 298,777

営業外費用

支払利息 9,846

賃貸収入原価 74,696

その他 3,828 88,371

経常利益 1,744,396

特別利益

関係会社株式売却益 120,848 120,848

特別損失

投資有価証券評価損 7,169

企業年金基金脱退損失 31,424

その他 0 38,593

税引前当期純利益 1,826,650

法人税、住民税及び事業税 550,117

法人税等調整額 △25,711 524,406

当期純利益 1,302,244
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株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本 評価・換算差額等

新株予
約権

純資産
合　計資本金

資本剰余金 利　益　剰　余　金

自己株式
株主資本
合　　計

そ の 他
有価証券
評　　価
差 額 金

評価・
換　算
差額等
合　計

資　本
準備金

その他
資本
剰余金 資　本

剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金

利　益
剰余金
合　計

自己
株式
処分
差益

固定資産
圧　　縮
積 立 金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 440,200 152,412 37,736 190,148 84,505 18,966 3,460,000 6,078,793 9,642,265 △708,745 9,563,869 △3,031 △3,031 17,134 9,577,971

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △382,463 △382,463 △382,463 △382,463

当期純利益 1,302,244 1,302,244 1,302,244 1,302,244

自己株式の取得 － △23,986 △23,986 △23,986

自己株式の処分 7,245 7,245 － 55,350 62,596 62,596

固定資産圧縮積立金
の取崩

△1,072 1,072 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

14,260 14,260 △659 13,601

当期変動額合計 － － 7,245 7,245 － △1,072 － 920,853 919,780 31,364 958,390 14,260 14,260 △659 971,991

当 期 末 残 高 440,200 152,412 44,981 197,394 84,505 17,894 3,460,000 6,999,646 10,562,046 △677,381 10,522,259 11,228 11,228 16,475 10,549,963
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品・製品・原材料……移動平均法

仕掛品……………………個別法

貯蔵品……………………最終仕入原価法
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2.　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

市場販売目的のソフトウエア…見込販売期間（３年以内）における見込販売数量に基

づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配

分額を比較し、いずれか大きい額を計上しております。

自社利用のソフトウエア………見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

電気供給施設利用権……………定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保

証額）とする定額法によっております。

3.　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　なお、2006年４月に退職金支給規程の改正を行い、退職一時金制度から確定拠出年金

制度へ移行しております。本移行において、確定拠出年金へ移換していない移行時の在

籍従業員に対する退職一時金に係る退職給付引当金を計上しております。
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(4) 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づく期末

要支給額を計上しております。

(5) 受注損失引当金

　ソフトウエアの請負契約に基づく開発のうち、当事業年度末時点で将来の損失が見込

まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、将来発生が

見込まれる損失額を計上しております。

(6) 関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込

額を計上しております。

4.　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事

工事完成基準

5.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当

事業年度の計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載してお

ります。
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会計上の見積りに関する注記

(1) 請負業務に係る工事進行基準適用による収益認識

当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度売上高　　　　　　　1,444,343千円

当事業年度末完成工事未収入金　　558,848千円

なお、売上高には期首から工事進行基準を適用したすべてのものが含まれます。

計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法

売上高の計上は進捗度に基づき測定され、進捗度はプロジェクトの総見積原価に対

する事業年度末までの発生原価の割合（原価比例法）によって算定しております。

②主要な仮定

進捗度の算出に用いた主要な仮定は、プロジェクト予算における総見積原価であり

ます。総見積原価の決定にあたっては、専門的な知識と経験を有するプロジェクトマ

ネージャーが請負業務に係る作業工数や外注金額等を見積っております。

③翌年度の計算書類に与える影響

プロジェクトの総見積原価は、各プロジェクトに対する専門的な知識と経験を有す

るプロジェクトマネージャーによる一定の仮定と判断を伴うものであり、見積原価総

額の変動により、各事業年度の売上計上額に重要な影響を与える可能性があります。
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(2) 繰延税金資産の回収可能性

当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額）　475,567千円

（繰延税金負債と相殺前の金額は488,420千円）

計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プラン

ニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積り

は予算を含む中期経営計画を基礎としております。

②主要な仮定

課税所得の見積の基礎となる予算を含む中期経営計画における主要な仮定は、将来

の市場予測に基づく売上高成長率であります。

③翌年度の計算書類に与える影響

主要な仮定である売上高成長率は、会社を取り巻く事業環境に影響を受けることか

ら、見積りの不確実性が高く、業績の変動に伴って課税所得の見積額が変動すること

により、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与える可能性があります。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、当事業年度における事業活動

へ与える影響は軽微であったことから、繰延税金資産の回収可能性の判断に与える影

響も軽微であると判断しております。
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貸借対照表に関する注記

1.　担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

建物 500,799千円

土地 1,728,412千円

合計 2,229,211千円

担保に係る債務の金額

１年内返済予定の長期借入金 142,760千円

長期借入金 143,440千円

合計 286,200千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 3,388,748千円

3.　関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 124,469千円

長期金銭債権 11,645千円

4.　関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 350,082千円

長期金銭債務 90,300千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 123,547千円

仕入高 1,605,998千円

営業取引以外の取引 423,383千円
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株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首株式数
(株)

当事業年度増加株式数
(株)

当事業年度減少株式数
(株)

当事業年度末株式数
(株)

普通株式 669,260 22,126 52,200 639,186

（注）1.　自己株式の増加は、単元未満株式の買取り請求による増加26株、譲渡制限付株式の無償取得による増

加1,600株及び取締役会決議による自己株式取得による増加20,500株であります。

2.　自己株式の減少は、ストックオプションの行使による減少500株及び譲渡制限付株式報酬による減少

51,700株であります。

税効果会計に関する注記

1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

ソフトウエア償却費 87,583千円

減損損失 21,873千円

投資有価証券評価損 15,119千円

未払事業税 22,608千円

賞与引当金 193,654千円

株式報酬費用 45,752千円

退職給付に係る負債 5,181千円

役員退職慰労引当金 55,575千円

関係会社株式評価損 30,895千円

その他 80,829千円

小計 559,073千円

評価性引当額 △70,653千円

繰延税金資産合計 488,420千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △4,955千円

固定資産圧縮積立金 △7,897千円

繰延税金負債合計 △12,852千円

繰延税金資産の純額 475,567千円
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2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.2％

住民税均等割 0.3％

税額控除 △0.1％

評価性引当の増減 △0.4％

その他 △0.0％

小計 △1.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.7％

関連当事者との取引に関する注記

当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科　　目
期末残高
(千円)

子会社 株式会社ギガ
所有直接

100.0
当社からのソフト
ウエア開発受託

資金の借入
(注1）

－
関係会社
長期借入金

270,000

子会社
コアネット
インタナショナル
株式会社

所有直接
98.6

当社からのソフト
ウエア開発受託

事務所賃貸
(注2）

49,200 前受金 4,510

子会社
株式会社
ラムダシステムズ

所有間接
98.6

当社へのソフトウ
エア開発委託

事務所賃貸
(注2）

75,132 前受金 6,887

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1.　株式会社ギガからの資金の借入については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間３年

としております。

2.　事務所の賃貸については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、取引

価格を決定しております。

3.　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

１株当たり情報に関する注記

1.　１株当たり純資産額 742円04銭

2.　１株当たり当期純利益 91円83銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2021年５月19日

株　　式　　会　　社　　コ　　ア

取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 原 科 博 文 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 田 祥 且 

監査意見

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社コアの２０２０年４月１日から２０２
１年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社コア及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2021年５月19日

株　　式　　会　　社　　コ　　ア

取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 原 科 博 文 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 田 祥 且 

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社コアの２０２０年４月１日から
２０２１年３月３１日までの第５２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第52期事業年度における取締役の職務の執行に
ついて監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１.監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実
施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２.監査の結果
（１） 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３） 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月24日

株式会社　コ　ア　　　監査等委員会

常勤監査等委員 大 北 茂 樹 

　　監査等委員 桑 田 　 始 

　　監査等委員 有 川 　 勉 

　　監査等委員 渡 辺 章 人 

 

（注）監査等委員桑田始、有川勉及び渡辺章人は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役
であります。

以　上

－ 54 －

監査役会の監査報告



株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ。）全員（６名）

は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお

願いいたしたいと存じます。

　取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生　年　月　日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所 有 す る
当社株式の数

１

たね

種
むら

村
りょう

良
へい

平

(1940年１月４日)

［ 再任 ］

1973年５月　コアグループ結成　代表

1973年12月　株式会社システムコア　代表取締役社長

2003年６月　株式会社コア　代表取締役会長、最高経営責任者

（現任）

株

420,080取締役候補者の選任理由

種村良平氏は、長きにわたり代表取締役としてグループ全体を

牽引してまいりました。各事業分野での見識や職務経験がグル

ープの経営基盤の更なる強化と企業価値向上に寄与するもので

あり、引き続き取締役として選任をお願いするものです。

－ 55 －
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生　年　月　日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所 有 す る
当社株式の数

２

まつ

松
なみ

浪
まさ

正
のぶ

信

(1956年５月12日)

［ 再任 ］

1979年４月　株式会社システムコア入社

1991年４月　株式会社システムコア　ＳＩサービス統括本部

ＭＥＳＩ事業部通信システム部長

1997年４月　株式会社コア　企画、国際事業本部担当本部長

1999年７月　新規・特別事業カンパニープレジデント補佐

2001年４月　新規・特別事業カンパニー理事

2006年４月　執行役員、プロダクトソリューションカンパニー

社長

2008年４月　執行役員、中四国カンパニー社長

2010年４月　常務執行役員、中四国カンパニー社長、グリーン

ＩＴ戦略担当

2011年６月　取締役常務執行役員、中四国カンパニー社長、グ

リーンＩＴ戦略担当、西日本戦略担当

2012年４月　取締役専務執行役員、ソリューション統括本部

長、拠点戦略担当

2014年４月　代表取締役社長執行役員、最高執行責任者、ＳＩ

ビジネス本部担当、先端組込み開発センター担当

2015年４月　代表取締役社長執行役員、最高執行責任者、先端

組込み開発センター担当

2016年４月　代表取締役社長執行役員、最高執行責任者（現任）

株

45,900

取締役候補者の選任理由

松浪正信氏は、2014年４月から当社の代表取締役社長執行役員

を務め、当社グループの経営全般を統括しております。各事業

分野での見識や職務経験がグループの経営基盤の更なる強化と

企業価値向上に寄与するものであり、引き続き取締役として選

任をお願いするものです。

－ 56 －
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生　年　月　日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所 有 す る
当社株式の数

３

いち

市
かわ

川
 

　
たかし

卓

(1961年１月６日)

［ 再任 ］

1983年４月　日本ソフトウェア開発株式会社（現株式会社シス

テナ）入社

2005年７月　株式会社コア入社

2009年10月　ビジネスソリューションカンパニー金融システム

部長

2010年４月　理事、ビジネスソリューションカンパニー金融シ

ステム部長

2011年４月　執行役員、ビジネスソリューションカンパニー社

長

2013年４月　常務執行役員、ビジネスソリューションカンパニ

ー社長

2014年６月　取締役常務執行役員、ビジネスソリューションカ

ンパニー社長兼営業統括部長

2015年４月　取締役常務執行役員、最高財務責任者、最高情報

責任者、管理統括本部長兼情報企画部長

2015年６月　取締役専務執行役員、最高財務責任者、最高情報

責任者、管理統括本部長兼情報企画部長

2016年４月　取締役専務執行役員、最高財務責任者、最高情報

責任者、管理統括本部長

2017年４月　取締役専務執行役員、最高財務責任者、最高情報

責任者、経営管理室長、関係会社担当

2021年４月　取締役専務執行役員、最高財務責任者、最高情報

責任者、経営統括本部長、関係会社担当（現任）

株

17,300

取締役候補者の選任理由

市川卓氏は、取締役としてビジネスソリューションカンパニー

社長、管理統括本部長、経営管理室長、経営統括本部長及び最

高財務責任者（ＣＦＯ）を歴任しております。各事業分野での

見識や職務経験がグループの経営基盤の更なる強化と企業価値

向上に寄与するものであり、引き続き取締役として選任をお願

いするものです。

－ 57 －
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生　年　月　日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所 有 す る
当社株式の数

４

こう

神
やま

山
ゆう

裕
じ

司

(1965年６月20日)

［ 再任 ］

1991年４月　山武ハネウェル株式会社（現アズビル株式会社）

入社

1998年７月　株式会社コア入社

2001年10月　システムウェア事業カンパニー営業部担当部長

2002年４月　事業戦略本部メディアソリューション営業部長

2003年４月　営業本部本部長補佐兼プロダクト・販売推進部長

2003年６月　社長室長

2006年１月　株式会社ラムダシステムズ　代表取締役社長

2011年４月　株式会社コア　執行役員、中部カンパニー社長

2014年４月　常務執行役員、エンベデッドソリューションカン

パニー社長

2015年６月　取締役専務執行役員、エンベデッドソリューショ

ンカンパニー社長兼営業統括部長

2016年４月　取締役専務執行役員、エンベデッドソリューショ

ンカンパニー社長

2019年４月　取締役専務執行役員、ソリューションビジネス本

　　　　　　部長、ＧＮＳＳ事業管掌

2021年４月　取締役専務執行役員、中四国カンパニー社長（現

　　　　　　任）

株

26,300

取締役候補者の選任理由

神山裕司氏は、社長室長、株式会社ラムダシステムズ代表取締

役及び中部カンパニー社長を務め、取締役としてエンベデッド

ソリューションカンパニー社長、ソリューションビジネス本部

長及び中四国カンパニー社長を歴任しております。各事業分野

での見識や職務経験がグループの経営基盤の更なる強化と企業

価値向上に寄与するものであり、引き続き取締役として選任を

お願いするものです。

－ 58 －

取締役選任議案



候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生　年　月　日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所 有 す る
当社株式の数

５

うし

牛
じま

嶋
とも

友
み

美

(1978年11月10日)

［ 再任 ］

2004年４月　日本アイ・ビー・エム株式会社入社

2008年５月　株式会社コア入社　営業統括本部担当部長

2014年11月　管理統括本部付部長

2015年４月　理事、管理統括本部長補佐兼人材開発部長

2017年４月　執行役員、管理統括本部長兼人材開発部長

2020年４月　執行役員、ビジネスソリューションカンパニー社

長兼営業統括部長

2020年６月　取締役常務執行役員、ビジネスソリューションカ

ンパニー社長兼営業統括部長（現任）

株

358,500

取締役候補者の選任理由

牛嶋友美氏は、人材開発部長、管理統括本部長及び取締役とし

てビジネスソリューションカンパニー社長を歴任しておりま

す。各事業分野での見識や職務経験がグループの経営基盤の更

なる強化と企業価値向上に寄与するものであり、引き続き取締

役として選任をお願いするものです。

－ 59 －
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生　年　月　日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所 有 す る
当社株式の数

６

よこ

横
やま

山
こう

浩
じ

二

(1972年８月１日)

［ 新任 ］

1995年４月　西日本シンクタンク株式会社（現株式会社コア）

入社

2011年４月　株式会社コア　中四国カンパニーエンベデッドソ

リューション部長

2018年４月　執行役員、中四国カンパニー社長

2021年４月　執行役員、エンベデッドソリューションカンパニ

ー社長（現任）

株

6,100

取締役候補者の選任理由

横山浩二氏は、中四国カンパニーにおいて部門長及びカンパニ

ー社長を歴任し、同カンパニーにおいて売上及び事業規模の拡

大を達成して、グループ業績を牽引する原動力となりました。

同氏の経営参画は、グループの経営基盤の更なる強化と企業価

値向上に寄与するものであり、この度取締役として選任をお願

いするものです。

（注）１．各候補者と当社の間には、いずれも特別の利害関係はありません。

　　　２．当社は全ての取締役を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である取締

　　　　　役がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって

　　　　　負担することになる損害を填補することとしております。また、当該保険契約の保険料は当社が全額

　　　　　負担しております。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任

　　　　　期途中に当該保険契約を更新する予定です。

－ 60 －
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第２号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって取締役を退任される新幸彦氏に対し、在任中の労に報いるため、

当社所定の基準による相当額の範囲内で、退職慰労金を贈呈いたしたく、その具体的金額、

贈呈の時期及び方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

　本議案は、社内規程に沿って、取締役会で決定しており、相当であると判断しております。

当社の取締役の報酬等の内容にかかる決定方針は、事業報告15頁から16頁に記載のとおりで

あります。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名 略 歴

しん

新
 

　
ゆき

幸
ひこ

彦
2018年６月　取締役専務執行役員

　　　　　　現在に至る

以　上
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認の上、行使していただきますようお願い申しあげ

ます。

　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

記

１．議決権行使サイトについて
 

（１）インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから当社の指定する議決権行使サイト

（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前

２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

（２）インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場

合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用

環境によっては、ご利用できない場合もございます。

（３）インターネットによる議決権行使は、2021年６月23日（水曜日）の午後６時まで受け付けいたしますが、お早め

に行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について

（１）パソコンによる方法

　　・議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及

び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

　　・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用

の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。

　　・株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。

（２）スマートフォンによる方法

　　・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォンにより読み取ることで、議決権行使を行う

ことが可能です。（「ログインID」及び「仮パスワード」の入力は不要です。）

　　・セキュリティの観点からQRコードを用いた議決権行使は１回に限り可能です。２回目以降は、QRコードを読み取

っても「ログインID」及び「仮パスワード」の入力が必要になります。

　　・スマートフォンの機種によりQRコードでのログインが出来ない場合があります。QRコードでのログインが出来な

い場合には、上記２．（１）パソコンによる方法にて議決権行使を行ってください。

　　※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

（１）書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有

効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。

（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただ

きます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担となります。

システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

・電話　0120-173-027（受付時間　9:00～21:00、通話料無料）

以　上
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株主総会会場ご案内図
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会　場　　　　東京都世田谷区三軒茶屋一丁目22番３号

コアビル　会議室（コア第２ビルとお間違いの無い様、ご注意ください。）

東急田園都市線「三軒茶屋駅」下車５分。（急行が停車します。）

田園都市線の場合は、改札を出て南口Ｂの階段から地上に上がってください。

国道246号線沿いを高速道路を右手に見ながら、二子玉川方面へお進みください。

三軒茶屋第一病院を越えたところにある、COREとロゴの入った白いビルです。

なお、当日は当社駐車場はございませんので、お車でのご来場はご遠慮願います。

コアグループURL

https://www.core.co.jp/

地図


